
点

文部科学省事業のCOREハイスクー

ル・ネットワーク事業の調査結果であ

るが、事業が令和５年度で終了したた

め、令和６年度は代替調査（北海道高

等学校遠隔授業配信センターからの

遠隔授業を受講した生徒へのアン

ケート）の実績値を記入。

90.0

81.0 82.0

83.7 87.3

点

広報誌等で、地域学校協働活動推

進員等の役割と重要性を周知したほ

か、社会教育巡回訪問による助言を

実施した。

地域学校協働活動推進員等の重

要性の理解により、参画している学校

の割合は前年度から増えているが、地

域学校協働活動推進員等に対する理

解促進は、引き続き課題である。

地域と学校の連携推進協議会（本庁

１回、４ブロック１回）、全道地学協働セ

ミナー（オンライン１回）、地域コーディ

ネーター研修講座、地学協働コーディ

ネーター研修（オンライン２回、対面１

回）を実施したほか、地学協働アドバ

イザーを派遣した。

ＩＣＴを活用したオンラインでの研修

機会の充実により、研修受講者は前年

度から大きく増加した。

地域学校協働活動推進員

等を対象とした研修の参

加者数（人） 160

97.6%

78 140

地域学校協働活動推進員

等が学校運営協議会に参

画している学校の割合

(%)（小、中、高、特）
35.6

3

R5:遠隔授業で実施した

教科・科目について学びに

対する興味・関心を高める

ことができたと感じた生徒

の割合(%)（高）

R6:遠隔授業を受けたこと

により、学びに対する興味・

関心を高めることができた

と感じた生徒の割合(%)

（高）

82.0 84.0 86.0 88.0

79.7

3

点

160 160 160

2

点

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

○取組の柱（４）多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進

・生徒を含めた地域人材を育成するため、コーディネート機能の確保、学校内の体制整備、コンソーシアムの設置などによ

り、地学協働体制を構築

・地学協働体制の構築に向け、広報誌やリーフレット、YouTube等を活用し、全道の関係者に広く普及啓発

○取組の柱（２）学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

・地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員等の資質向上のための研修機会の充実と、研修会等の活用によるコー

ディネーター同士のネットワーク形成と情報交換の場を整備

○取組の柱（３）地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

・各種研修内容を充実させ、国の動向や地学協働の重要性について改めて周知するとともに、義務教育における学校運

営協議会の機能の充実や道立高校への学校運営協議会の導入促進に向けた取組の普及啓発

80.0 83.2

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

74.0

学校運営協議会を設置し

ている学校（コミュニティ・

スクール）の割合(%)（小、

中、高、特）

コミュニティ・スクールの設置促進に

向け、地域と学校の連携推進協議会

の実施（本庁１回、４ブロック１回）、社

会教育巡回訪問による助言、各教育

局の地学協働プロジェクトチームの取

組、校長会等各種会議における理解

啓発を実施した。

高校における新規導入は17校、小・

中学校での導入率は9６．２％となり、

全体で目標値を上回る実績が得られ

た。

4

86.4 89.6

30.6

73

160

87.5%

コミュニティ・

スクール及び

地域学校協

働活動実施

状況調査

（文科省）

R6.11

R7.5

COREハイス

クール・ネット

ワーク構想に

係るアンケー

ト調査（文科

省）

R7.2

該当する研

修会の参加

者を集計

（道教委）

40.6 45.6 50.6 56.0

90.9%

32.3 36.9

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

93.0

104.9%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

進捗率

出典

（調査機関）

調査時期

施策の

方向性

(要約)

○　　行政と学校、地域住民、企業等が連携し、子どもたちが主体的に学び、成果を発信する場を充実させることにより、地域の課題解

    決や地域創生の実現に向けた取組を推進する。

○　　学校と地域をつなぐコーディネーターの発掘・育成を推進するなど、「学校を核とした地域づくり」を通して、未来を担う子どもた

　　ちの豊かな成長を支える地域社会の実現を目指す。

○　　人口減少など社会の変化や生徒の多様な学習ニーズを踏まえながら、地域と連携・協働した魅力ある高校づくりを推進し、地域

    に愛着と誇りを持ってふるさとの発展に貢献する人材を育成する。

前年度

の状況

R6.11

コミュニティ・

スクール及び

地域学校協

働活動実施

状況調査

（文科省）

施策項目19　地域と学校の連携・協働の推進 所管課 社会教育課（高校教育課、義務教育課、特別支援教育課）

分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

所管課ＨＰ
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②-1 全道地学協働セミナーをオン

ラインで開催（Ｒ５：150名→Ｒ６：

127名参加）

②-2 北海道地学協働アワード開

催。参加校17校（Ｒ５：15校→Ｒ６：

17校）

②-3 広報誌「地学協働」を毎月

発行

②-1 地学協働の事例に基づいた成果の発信や課題解

決の方策について学ぶ機会となった。

②-2 ＹｏｕＴｕｂｅで全参加校の発表動画を公開し、１月末

現在で延べ2,346回再生されるなど、広く取組を周知し

た。

②-3 各種研修会の成果報告のほか、全道の好事例をＨ

Ｐで公開したり、道教委公式Xやｎｏｔｅを活用して広く発信

している。

①-1 地域と学校の連携推進協議

会をオンラインで開催（R5：全５

回、計448名→R6:全５回、計4４８

名）

①-2　社会教育巡回指導の実施

(Ｒ５：１５64回→R6:1296回)

①-3 地学協働アドバイザーの派

遣（Ｒ５：１５回→Ｒ６：１０回）

①-1 地域と学校の連携・協働体制の構築を推進するた

めには、地域学校協働活動推進員等の役割が重要である

ことから、講義等で配置促進について周知した。

①-2 各教育局の社会教育指導班による学校や教育委員

会への巡回訪問により、関係者への指導助言を実施した。

①-3 学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推

進に向けて、学校運営協議会や市町村教育委員会等での

研修に派遣し、地域学校協働活動推進員等の役割の重要

性の理解促進を図った。

３　定性評価
取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 進捗状況取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(3)地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

点1(1)学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

1 点

①自治体や企業・団体等の様々な

主体と学校が連携するとともに、探

究型の学習体験を支援するコー

ディネーターを活用した地学協働

体制の構築

②地学協働の取組の成果を全道

に普及啓発

①北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクトの

実施（指定校14校）

地学協働コーディネーターの配置、

コンソーシアムの設置、地域や産業

界等との連携による地域課題探究

型学習の実施

①全指定校で地学協働コーディネーターの配置を含め、基

礎的な地学協働体制を構築した。

今後、生徒の育成に向けた探究型学習について、構築し

た体制により地域と協働しながら進めていくことが必要で

ある。

①新たに、北海道ＭＡ＋ＣＨ

プロジェクト指定校におい

て、地域の創り手となる生徒

の育成のための地学協働体

制が構築されている。

②セミナーやアワード等のオ

ンライン開催、SNSを活用し

た広報誌による啓発など、広

域の全道であっても、地学協

働の成果について継続的に

関係者への情報提供ができ

ている。

①地域学校協働活動推進員等の

配置の促進

進捗状況令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

②地域と学校をつなぐ教職員や地

域学校協働活動推進員等の資質

向上のための研修機会の充実と情

報交換の場の整備

点

数

点

数

取組の成果と課題【Ｃ】

(2)学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

点

数
1 点

②地域コーディネーター研修講座

等、地域学校協働活動推進員等を

対象とする研修の実施（Ｒ５：８回、

７８名→R６：10回、140名）

②今年度から地域コーディネーター研修講座を実施し、地

域学校協働活動推進員等の人材育成が進んだ。

①前年度と比較して地域学

校協働活動推進員等が増

加しており（Ｒ５：７０１人→Ｒ

６：８２２人）、配置への理解

促進が確実に進んでいる。

②地域学校協働活動推進

員等を対象とした研修を実

施し、情報交換を進めるとと

もに、さらにオンラインを活用

した学びやすい環境整備を

進める必要がある。

取組

の柱

②放課後活動を支援する指導者の資質向上を目的に、理

論編としてオンラインで２回、演習編として各ブロックごとに

１回開催し、子どもとの関わり方やアイスブレイクゲーム等

のスキルアップの研修を行った。

①学校運営協議会の機能

充実については、熟議での

目的共有をベースに地域学

校協働活動との一体的推進

に向けた研修の必要があ

る。

②全道の広域性に対応する

ため、演習編については、各

地で輪番にして参加できる

ようにし、理論編はオンライン

での開催とするなど、参加者

が参加しやすい形態で実施

している。

②放課後活動推進協議会の開催

（Ｒ５：全道４ブロックで８回１,５２８

名参加→Ｒ６：本庁で２回、全道４

ブロックで各１回。

延べ参加人数1,057名）

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①義務教育における学校運営協議

会の機能の充実と道立高校への

学校運営協議会の導入促進に向

けた取組の普及啓発

②放課後活動を支える人材に対す

る情報提供や資質向上研修を

行う機会の拡充

①-1 地域と学校の連携推進協議

会をオンラインで開催（Ｒ５：全道４

ブロック３４１名参加→R6：全５回、

計448名）（道立高校へのコミュニ

ティ・スクールの導入は、１市町村に

１校の高校でR5:55校→Ｒ６：72

校)

①-2 地学協働アドバイザーの派

遣（Ｒ５：１５回→R6：10回）

①-3 広報誌「地学協働」を毎月

発行

①-1 学校運営協議会の機能充実には、「熟議」による目

的共有が重要であることから、講義等で協議会の在り方に

ついて理解促進を図った。

①-２ 学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推

進に向けて、学校運営協議会や市町村教育委員会等が開

催する研修に派遣し、熟議の実践や機能充実に向けたそ

れぞれの役割への理解促進を図った。

①-3 広報誌「地学協働」により、各種研修会の成果報告

や学校運営協議会の好事例を紹介し、普及啓発を図った。
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５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

・北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクト指定校における地学協働体制の構築と地学協働による人材育成を推進する。

・MA+CHプロジェクト指定校の事例発表会を開催するなどして、成果を普及する。

○推進指標　地域学校協働活動推進員等を対象とした研修の参加者数及び取組の柱（２）学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

・地域学校協働活動推進員等を対象とした研修機会の充実と情報交流の場づくりをとおして、地学協働の要となる人材育成を推進する。

・行政職員等の関係者への研修や地学協働アドバイザー派遣により、地域学校協働活動推進員等の重要性の周知を図る。

○推進指標　学校運営協議会を設置している学校（コミュニティ・スクール）の割合、地域学校協働活動推進員等が学校運営協議会に参画し

　　ている学校の割合及び取組の柱（３）地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

・研修の充実や広報誌により、行政・学校・地域等のそれぞれの役割を再確認し、地域と学校の連携・協働体制の構築に向けた関係者の理解を

促進する。

○推進指標　遠隔授業で実施した教科・科目について学びに対する興味・関心を高めることができたと感じた生徒の割合

　　取組の柱（４）多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進

・普通科新学科の事例等について、引き続き道教委の刊行物に掲載するなどして、成果の普及する。

・T-baseからの遠隔授業の配信方法等を含めた、今後のT-baseの在り方に係る検討を推進する。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

3.0

1

1.0 4.0 概ね順調

進捗状況

点

①地学協働体制を基に、地

域と学校が連携・協働した

取組が進んでいる。

③初任段階教員等の研修

の実施校（連携校）22校

46人

④夏季・冬季講習参加校

（遠隔授業受信校以外）延

べ25校

②令和６年度入学者から釧

路湖陵高校及び大樹高校、

令和７年度入学者から岩見

沢東高校で普通科新学科

を開設した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

取組

の柱

①将来を見据えた高校づくりを地

域とともに考える地学協働体制の

構築と普及啓発

③地域連携校における協力校及び

協力校以外の学校との「授業に関

する連携」等の推進

④北海道高等学校遠隔授業配信

センター（T-base）からの配信に

加え、道立学校間における遠隔授

業の実施

②文部科学省事業（普通科改革

支援事業）を活用し、普通科新学

科設置に向けた教育課程の編成・

実施や新学科のＰＲの充実

①北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェクトの

実施

（指定校Ｒ５：８校→Ｒ６：14校）

③連携校・協力校間における連携

の実施（Ｒ５：29組5３校→Ｒ６：29

組5４校）

④T-baseからの遠隔授業配信

（地域連携校29校、離島の高校２

校へ８教科 Ｒ５：32科目→Ｒ６：29

科目）

② 普通科新学科設置（予定）校に

対する関係機関等との連携協力体

制の整備や、コーディネーターの配

置などを行い、普通科新学科の取

組を推進（釧路湖陵高校、大樹高

校、岩見沢東高校）

①地学協働コーディネーターの配置、コンソーシアムの設

置等による地学協働体制を構築し、市町村教育委員会等

の関係者と連携・協働した取組を実践している。

③ 連携校・協力校間の連携により、特に連携校の生徒の

教育活動の質が向上した。連携について継続して働き掛け

ることが必要である。

④ 長期休業期間中に実施する課外講習については、遠

隔授業受信校以外の小規模校にも拡大して配信した。引

き続き配信の拡大について検討することが必要である。

② 普通科新学科設置（予定）校と関係機関等の連携協

力体制を推進するとともに、コーディネーターの活用方法に

ついて整理できた。今後は、普通科新学科における取組の

発信が必要である。

(4)多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進
点

数

取組の成果と課題【Ｃ】
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障がい者の学習機会に関

する実態把握をしている市

町村の割合(%) 34.2 41.7 49.1 56.6

27.9 33

施策項目20  生涯学習・社会教育の振興 所管課 社会教育課

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

80.0

82.4%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

進捗率
出典

（調査機関）

調査時期

施策の

方向性

(要約)

道民カレッジ事業や多様な学びの機

会充実支援事業、地域住民のための

デジタルリテラシー向上推進事業な

ど、地域住民の生涯学習を支援する事

業を通して、道央を中心とした一部の

管内で割合が増加したが、全道的に

は、若干減少傾向となった。62.9 62.2

○　　道民が、生涯を通じて活躍できるよう、必要な知識・技能を身に付け、他者と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、自らの

    可能性を最大限に伸長することのできる学習機会の充実に資する取組を支援する。また、多様な人々が主体的に参画できる包摂

    的な社会の実現を目指し、潜在能力を発揮できる環境整備を推進する。

○　　社会教育の推進に向けた取組への援助や、社会教育主事、社会教育士などの人材の育成に努めるとともに、知事部局や大学、

    企業等の多様な主体との連携・協働により、地域創生の実現に向けた社会教育の振興を推進する。

○　　子どもの豊かな人間性を育むため、学校や家庭、地域において、地域の特色を活かした多様な体験活動を意図的・計画的に創

    出する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）生涯にわたる学習活動の推進

・高校中退者等に対する学習支援の取組を推進するとともに、義務教育未修了者等の学び直し、高齢者のデジタルデバ

イド解消等の現代的課題を的確に捉えながら、地域住民が主体的に取り組むための仕組みづくりを支援

○取組の柱（２）社会的包摂の実現につながる取組の推進

・障がい者が参加しやすい講座やイベントを拡充させるため、市町村や社会教育施設における受入体制の向上や、障が

い者の学びの情報保障などをテーマに、研究調査や地域連携コンソーシアム会議等において具体的な方策を協議

○取組の柱（３）学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

・有資格者に対する社会教育主事への発令や、資格取得を目指す人材の社会教育主事講習受講を促進するため、市町

村教育委員会に対する働き掛けを強化

○取組の柱（４）多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

・地域の多様な特色を活かした特徴的な地学協働の取組の理解を深め、自立した地域社会の基盤の構築・活性化を図

る「学校を核としたまちづくり」を推進し、地学協働活動を普及啓発

○取組の柱（５）地域の特色を活かした多様な体験活動の推進

・地域の教育資源や指定管理者の有する特性を活かしたネイパル主催事業の実施を拡充するとともに、施設の活動や取

組についてＳＮＳ等を効果的に活用して普及啓発

分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

R6.6

北海道の市町

村における生

涯学習推進体

制の整備状況

調査

（道教委）

障がい者の生涯学習理解促進キャ

ラバン隊等の機会を活用して、障がい

者の学習機会の実態把握の重要性を

繰り返し説明した。その結果、市町村に

おける実態把握の状況が若干改善し

た。1

点

26.8

64.0

79.2%

生涯学習の成果を活用し

ている住民の割合(%)
74.0 75.5 77.0 78.5

59.5

R7.2

生涯学習に

関する住民

の意識調査

（道教委）
2

点

点

61.5 67 R6.10

社会教育主

事の配置に

関する調査

（道教委）

75.0 81.2 87.5 93.7 100.0

82.5%68.7

社会教育主事を配置して

いる市町村の割合(%)

教育委員会訪問等で配置促進の働

き掛けを行うとともに、有資格者を増や

すため、講習の受講環境を整えたこと

で、配置の割合が若干改善した。2

所管課ＨＰ
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R9 調査時期

7.3

令和6年度の主な取組【Ｐ】

家庭教育サポート企業が

教育委員会等と連携して

家庭教育支援を行う市町

村の割合(%)
16.2 25.6 35.1 44.5

①義務教育未修了者等の学び直

しに係る学習機会を提供するととも

に、高校中退者等を対象としたオン

ラインによる学習支援の取組を推

進

取組

の柱
(1)生涯にわたる学習活動の推進

３　定性評価

④道民誰もがどこからでも読書や

調査研究ができる図書館の利活用

の推進

④道立図書館の電子図書館サー

ビス利用に係る出張利用登録会実

施（５回、計２５３名）及び市町村立

図書館等での利用登録の受付を

開始（協力館：53市町村、60館）

④札幌近郊において道立図書館の利用登録会を実施した

ほか、道内市町村立図書館等の窓口で道立図書館の利

用登録の受付ができるようにした。今後も、特に遠隔地へ

の電子図書館サービスの普及や読書バリアフリーを踏まえ

た障がい者サービス等の一層の充実を図る必要がある。

④電子図書館の活用に向け

た利用登録の推進など、非

来館型サービスの充実に取

り組んでいる。

点1

34.6

点

点

数

取組の実績【Ｄ】

68.3%

道立青少年体験活動支援

施設の利用者数(万人)

18.9

17.9

(R1)

18.9 18.9

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率実績値(下段)

R5 R6 R7

R6.6

(R7.6)

統計資料「北

海道の図書

館」から集計

（道図書館振

興協議会）

4

家庭教育サポート企業等制度を活

用した地域の取組を拡充する必要性

について、啓発用資料も用いて、教育

委員会や締結企業等への働き掛けを

強化した。その結果、連携した取組を

増加させることができた。

54.0

135.1%

14.5

北海道の市町

村における生

涯学習推進体

制の整備状況

調査

（道教委）

R6.6

(R7.12)

点

ネイパルにおいて、学校や団体の宿

泊や日帰りでの施設利用の受入れや、

周辺地域の特色や教育資源を活かし

た多様な体験活動を提供する主催事

業の実施により、様々な世代に多様な

体験活動を提供した。

また、HPやSNSの活用やイベント等

の実施により、ネイパルの広報活動・情

報発信を推進した。

一方で、学校行事の精選や道民の

行動様式の変化等により、利用者数の

コロナ禍以降の回復が遅れている状

況も見られる。

1

点

18.9 18.9

12.3 12.9 R7.4

道立青少年

体験活動支

援施設利用

状況調査

（道教委）

点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
R8

公立図書館の来館者数

(万人)

556.6

(R3)

760.0 790.0 820.0 860.0 900.0

101.5% 4

各図書館における活動がコロナ禍

から回復してきており、道立図書館は

電子図書館サービスや民間団体と連

携した取組などの周知・啓発を行い、

来館者数はコロナ禍前を超えている。

（R1:77,617名→R5:85,904名）

771.6

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①義務教育未修了者等を対象とし

た学び直しのためのオンデマンド教

材の開発（20本の動画）や高等学

校卒業程度認定試験合格に向け

たオンラインによる学習支援や相談

の実施（７月～３月24名）

①－１ 義務教育未修了者等を対象とした学びのニーズを

把握するアンケートに基づき、オンデマンド教材を開発し動

画配信（２月）することができた。今後は多くの人が教材を

活用できるよう広報の充実を図る必要がある。

①－２ オンラインにより道内どの地域からでも学習支援を

受けられることに加え、学習に関する相談を行うことで、支

援対象者に寄り添った支援が行うことができた。支援を必

要とするより多くの者に事業が認知されるよう工夫が必要

である。

①令和６年度からの事業化

により、学び直しの学習機会

としてオンデマンド教材を開

発・配信するとともに、学習

支援においては、支援対象

者を拡大することができた。

②学習の成果を地域や社会で活

かす仕組みづくりを支援

②「地域生涯学習活動実践交流セ

ミナー」を開催し、学習の成果を人

づくりや地域づくりに生かす取組を

行っている地域の実践内容等を共

有（２月192名参加）

②研究テーマに即した各管内の実践を交流することで、地

域住民の主体的な取組を促す支援方法について学びを深

め、研究協議の内容や類似した地域課題を各管内で共有

することができた。地域の生涯学習活動の支援体制の構

築や地域の社会教育士との連携等、具体的な実践に向け

た見通しを持つことが必要である。

②研究を推進するための基

調講演を組み込み、研究協

議で地域課題を共有するな

ど、社会教育人材の育成に

寄与することができた。

③高齢者のデジタルデバイド解消

のため、「多様な学習機会の提供」

として、ＩＣＴを活用したデジタルリテ

ラシー向上をテーマとした講座等を

実施

③「地域住民のデジタルリテラシー

向上事業」として、携帯電話会社職

員を講師として派遣し、スマホ教室

等を実施（むかわ町ほか４市町延

べ90名）

③専門的講師を派遣するとともに、地域の社会教育施設を

活用し、地域における特に高齢者に向けたデジタル関連の

知識や技術の習得を図ることができた。市町村のニーズを

捉えることに加え、各教育局においても本事業の周知を行

い、活用を促す必要がある。

③各地域に専門的講師の派

遣をすることができ、デジタ

ル知識の向上機会を提供す

ることができた。
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①地域の多様な特色を活かした特

徴的な地学協働の取組の理解を

深め、自立した地域社会の基盤の

構築・活性化を図る「学校を核とし

たまちづくり」を推進し、地学協働

活動を普及啓発

（再掲：施策項目１（５））

②デジタル化の進展を踏まえ、公民

館等の社会教育施設を活用した、

利用者のデジタルリテラシー向上

の取組の推進

①学校を核とした地域づくりの推

進に向けて、地学協働関係者を対

象にオンデマンド配信による「社会

教育ベーシック講座」を実施（R5:

７月55名→Ｒ６：11月39名受講）

②「地域住民のデジタルリテラシー

向上事業」として、携帯電話会社職

員を講師に迎え、スマホ教室等を

実施（むかわ町ほか４市町延べ90

名）

①コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推

進における役割や効果への理解を深めることができたが、

地域により状況や課題は多様なので、引き続き様々な好事

例を情報提供する必要がある。

②専門的講師を派遣するとともに、地域の社会教育施設を

活用し、地域における特に高齢者に向けたデジタル関連の

知識や技術の習得を図ることができた。市町村のニーズを

捉えることに加え、各教育局においても本事業の周知を行

い、活用を促す必要がある。

①教職員や行政職員 等、

様々な関係者への理解を深

めることができた。

②各地域に専門的講師の派

遣をすることができ、デジタ

ル知識の向上機会を提供す

ることができた。

取組

の柱

②社会教育主事等の資質向上に

向けた研修の充実

①生涯学習推進センターにおいて

社会教育主事講習を全科目をオン

ラインで実施（平日開催を基本とす

るA日程、休日開催を基本とするB

日程で実施（R5:152名→R6：両

日程延べ191名受講）

②－１ 経験の浅い社会教育関係

職員等を対象に社会教育入門講

座をオンラインにより実施

（R5:１１７名→Ｒ６：年７回 延べ

304名参加）

②－２ 社会教育主事講習を修了し

た社会教育主事や社会教育士を

対象に社会教育上級講座を対面

及びオンラインで実施

（R5:３２名→Ｒ６：年３回　延べ１３９

名参加）

②－３ 北海道社会教育主事会協

議会と連携した「北海道社会教育

セミナー」を対面で実施（R5:１８７

名→R6：５月30日～31日 181名

参加）

①道内各地域の市町村教育委員会職員、教員や民間企

業職員をはじめ、全国からも含め様々な所属の方が受講

し、オンラインにより受講者は移動の制限もなく効率的に社

会教育の知識を習得することができ、社会教育主事や社

会教育士の育成を図ることができた。オンラインという環境

により受講途中辞退者もいたため、受講申込み段階での

ガイダンス等の運営の工夫が必要である。

②オンラインによる学びと対面による学びを組み合わせ、そ

れぞれのメリットを生かしながら、様々な講師の活用や学び

の対象を明確にした研修を行うことで、本道における地域

の生涯学習・社会教育を推進する人材の育成を進めた。社

会教育主事や社会教育士のネットワーク構築を支援し、持

続可能な相互の学び合い、関わりの深まりを図る必要があ

る。

①市町村教委の社会教育・生涯学習担当者等の障がい

理解の促進及び教育、福祉、医療等の多様な主体の連携

によるネットワークが構築された。

障がい当事者、障がい当事者団体との更なる連携が必

要である。

・障がい者の学びの支援入門講座は、障がい者の学びの

支援について初めて学ぶ人を対象にした講座であり、R5

に多くの受講があったためR6は受講数が減少した。

・共に学び、生きる共生社会コンファレンスは、当初想定の

参加定員を100名としており、R5は札幌市、R6は旭川市

で開催し、圏域の人口規模を勘案しても十分な参加者数

である。

・障がい者の生涯学習に関する理解促進に向けたキャラバ

ン隊は３か年で14管内の実施を計画し、R5は５会場、R6

は４会場だったことや、R6はR５と比べ、人口規模や市町村

数の少ない管内で実施したため、参加者数が減少した。

①障がいの有無にかかわら

ず共に学ぶ場の必要性につ

いての理解が広まり、地域の

学びの基盤が強化されてき

ている。

取組の成果と課題【Ｃ】

(2)社会的包摂の実現につながる取組の推進

①前年度より受講定員を増

やすとともに、全科目オンライ

ンによる運営を継続し、多く

の方の受講機会を促進でき

た。

②オンラインによる参加しや

すい講座の実施や対面によ

る実践的な内容による講座

の実施などにより資質向上

研修として充実を図ることが

できた。

進捗状況

(4)多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(3)学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①障がい者の学びのニーズや特性

に応じた学びの機会の確保や取組

の支援、具体的方策の検討

（再掲：施策項目１（３））

①「障がい者の生涯学習支援体制

構築モデル事業」の実施

・障がい者の学びの支援入門講座

（Ｒ５：全５回、８２名→Ｒ６： 全６回、

39名）

・共に学び、生きる共生社会コン

ファレンス

（Ｒ５：１５４名→Ｒ６： 152名）

・障がい者の生涯学習に関する理

解促進に向けたキャラバン隊

（Ｒ５：５会場１６２名→Ｒ６： ４会場

106名）

・多様な主体による学習プログラム

構築事業（６事業（前年度と同））

①専門的知識･技術を持った社会

教育行政職員の育成を推進するた

め「社会教育主事」「社会教育士」

の資格を付与する「社会教育主事

講習」の受講促進

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

1

点

数
1 点

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

点

数
点

点

数
1

進捗状況

点
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令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

(5)地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
点

数
0 点

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ネイパルにおける地域の教育資

源を活用した魅力ある体験活動の

推進

②ＨＰやＳＮＳ等を効果的に活用し

た体験活動の普及啓発

①地域の教育資源や指定管理者

のノウハウを活用した主催事業を

実施（主催事業 R5:2,476名/57

事業→R6:3,175名/57事業）

②各種SNSを活用し、各ネイパル

の体験活動プログラムや主催事業

等の様子などを情報発信（フォロ

ワー数 Facebook:2,515名/5施

設、 Instagram:615 名/ ３施設、

YouTube:214名/5施設）

①幅広い世代を対象とした主催事業の実施により、学びを

通して、参加者が地域をより好きになったり、地域のつなが

りを創出するなど、体験活動を通じた地域づくりに寄与でき

た。今後は、学びの成果を活かして事業に参画する人材を

増やすなど、学びの拠点づくりを進めることが必要である。

②対象者によって種類を使い分けて、施設の取組の様子を

発信するなど、SNSを効果的に活用した情報発信により、

体験活動の普及啓発を充実させることができた。今後は、

より多くの人にＳＮＳを見てもらう取組や工夫が必要であ

る。

②SNSの内容については充

実しているが、フォロワー数

の前年度からの増加に課題

が見られる。

（前年度からのフォロワー増

加 数 86 名 /Facebook 、

193名/Instagram、

19名/YouTube）

①前年度と比べ、主催事業

の参加者数は約１．３倍に増

加したが、主催事業数には

前年度と変化はなかったた

め、体験活動のより一層の

推進のため働き掛けが必要

である。

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）生涯にわたる学習活動の推進

・義務教育未修了者等の学び直しに向けたオンデマンド教材の充実及び活用の促進や高校中退者等に対するオンラインによる学習支援の取

組の推進、並びに地域におけるデジタルリテラシーの向上を図る取組を行うなど、多様な学びのニーズに応じた学習機会の充実を図るための取

組を行う。

○取組の柱（２）社会的包摂の実現につながる取組の推進

・市町村や社会教育施設での事業における障がいのある方の受入体制の向上や情報アクセシビリティの強化等をテーマに調査研究を行った

り、地域コンソーシアム会議で具体的な方策を協議したりするとともに、全道各地でのキャラバン隊による理解促進や共生社会コンファレンスの

地方開催等を通して、障がいの有無にかかわらず誰もが学び続けられる地域社会の構築に向けた取組を推進する。

○推進指標「社会教育主事を配置している市町村の割合」及び取組の柱（３）学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

・有資格者に対する社会教育主事への発令や資格取得を目指す人材の社会教育主事講習受講を促進するため、市町村教育委員会に対する

働き掛けやオンデマンド配信を増やすなどによる一層受講しやすい「社会教育主事講習」の実施、並びにフォローアップ研修の充実や有資格者

同士のつながりを創出するための取組を行う。

○取組の柱（４）多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

・北海道MA+CHプロジェクトの事例発表会の開催や地学協働に関する事例集の発行等を通じ、好事例を情報発信する。

○取組の柱（５）地域の特色を活かした多様な体験活動の推進

・地域の教育資源や指定管理者の有する特性を活かしたネイパル主催事業の実施を拡充するとともに、新たな利用者の獲得のため、施設の取

組についてＳＮＳや各種イベントなどを通じた情報発信の更なる強化・拡充を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.3 0.8 3.1 やや遅れている

取組

の柱
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小84.9

中53.0 

高98.8

学校安全教室等において、児童生

徒自らが積極的に学ぶ交通安全教育

の実施の有用性について普及啓発す

るとともに、交通安全教育の効果的な

事例を掲載した「学校安全教育実践

事例集」を作成した。

目標値に到達できなかったが、全て

の校種で大多数の学校が実施してお

り、取組が浸透している。

3

点

実践事例集の周知等による地域の

実態を踏まえた自然災害に応じた避

難訓練の実施に向けた普及啓発を

行った。

全ての校種、特に高校で実施校の

割合が増加するなど、取組が浸透して

きている。

1

地域と連携した「１日防災

学校」を実施している市町

村の割合（札幌市を除く）

(%)

100.0

地震に加え、地域の実態

を踏まえた自然災害に応

じた、避難（防災）訓練を

実施している学校の割合

(%)（小、中、高）

84.3

小60.0

中51.3 

高64.8

100.0

89.9 98.3

100.0

100.0

100.0100.0

小64.0

中56.2

高79.6

100.0

総合評価

66.6%

100.0 100.0

点

数

3

点

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

R6.10

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

R6.10

点

100.0

小60.8

中53.6

高62.4

小９８．７

中97.9

高98.4

小９9.2

中98.5

高96.3

小94.8

中80.2

高96.7

小９9.2

中90.6

高97.6

100.0

施策項目21　安全・安心な教育環境の構築 所管課 生徒指導・学校安全課（施設課）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

100.0

98.0%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

進捗率

出典

（調査機関）

調査時期

R6.10

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

施策の

方向性

(要約)

○　　児童生徒等が災害や事故、犯罪等から身を守ることができるよう、危機対応能力、規範意識、社会貢献できる態度を育成する

    ため、学校や家庭、地域、関係機関との連携により効果的な防災教育、交通安全教育、防犯教育の充実を図る。

○　　児童生徒等が安心して学校生活を送ることができるよう、学校・教育委員会が、警察、消防、市町村の防災担当部局等の関係

    機関と連携し、「危機管理マニュアル」等に基づいた校内や登下校時の安全確保に向けた取組を促進する。

○　　地震等の大規模災害が発生し、学校が被災したときに備え、被災した学校が早期に再開できるよう、支援活動等に進んで協力

    する体制の構築と支援に努める。

○　　地震による人的・物的損害の発生防止のため、学校施設の耐震化や老朽化対策のほか、地域の避難所として全ての方が安心

    して利用できるようバリアフリー化等を促進する。

前年度

の状況

評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進

・体験を重視した防犯教室及び交通安全教室の充実

○取組の柱（２）家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進

・「１日防災学校」を始めとした防災に係る取組の充実

○取組の柱（３）安全確保や災害対応体制の確立

・危機管理マニュアルの不断の見直し

○取組の柱（４）被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

・被災地域の学校支援に関する体制の整備と研修の充実

○取組の柱（５）公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進

・耐震化の早期完了に向けた関係市町村への情報提供・要請のほか、国に対し財政措置等施策の充実を要望

・老朽化対策やバリアフリー化を促進するために、市町村に対し必要な情報提供や働き掛けを行うとともに、国に対し財

政措置等施策の充実について要望

分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

小99.0

中98.9 

高100.0

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)

学校安全教室等において、防犯教

室及び防犯訓練の実施の有用性につ

いて普及啓発するとともに、防犯教育

の効果的な事例を掲載した「学校安

全教育実践事例集」を作成した。

目標値に到達できなかったが、全て

の校種で大多数の学校が実施してお

り、取組が浸透している。

児童生徒自らが積極的に

学ぶ交通安全教育を行っ

ている学校の割合(%)

（小、中、高）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

95.8%

防犯教室及び防犯訓練

の両方を実施している学

校の割合(%)（小、中、

高）

100.0 100.0 100.0

点

地域と連携した取組を掲載した「１

日防災学校実践事例」に新たに各管

内の実践事例を追加した。

市町村での実施が定着しつつあり、

継続して取り組んでいる市町村では

実施校数が増加している。

98.3% 3

R6.6

１日防災学

校に係る実

施報告書

（道教委）

所管課ＨＰ

－99－ 



①-2 実施校の成果や好事例を発信し、未実施校の防災

教育の重要性についての意識の向上を図った。引き続き、

未実施校へ働き掛けることが必要である。

②-1 「北海道高校生防災サミッ

ト」のオンライン開催（11月 50校

から約190名参加）

②-1　「北海道高校生防災サミット」おいて、各学校の実践

発表や「防災アクションプラン」の作成・交流を行い、生徒

の防災意識の向上が図られた。

②-2 防災サミットの取組を情報発

信するため「北海道防災サミット

note」を更新（12月～）

②-2 SNS「北海道高校生防災サミット（note）」におい

て、各校の「防災アクションプラン」を掲載し全道に発信す

ることにより、全道の高校における防災意識の醸成を図っ

た。

①-2 各学校及び市町村におけるヘルメット着用などの自

転車の安全利用に向けた取組の充実が図られた。引き続

き、ヘルメット着用率が向上するよう各学校への働き掛け

が必要である。

②-1 道警察等の関係機関と連携

した教職員に対する研修の実施

管内学校安全推進会議（８月～１

月、11管内、649名参加）

　学校安全教室（10月、３管内、

　88名参加）

②-2 道警察等の関係機関と連携

した「闇バイト」の啓発資料の周

知、ポータルサイトを活用した注意

喚起

②-3 「生命（いのち）の安全教

育 」 の 実 施 状 況 調 査 （ 小 中 高

100%実施予定）、 「生命（いの

ち）の安全教育」の実践事例集の

作成及び周知

②-1 学校安全教室において、さすまた等を用いた具体的

な研修が実施されるなど、各学校における防犯教室や防

犯訓練の充実が図られた。引き続き、警察等と連携した防

犯教室や防犯訓練が行われるよう、各種研修の充実が必

要である。

②-2 ポータルサイトに新たに「闇バイト」の実態や特徴、

相談先などの情報を掲載し、SNSなども活用して注意喚

起を行ったことで学校における指導の充実につながった。

引き続き、関係機関と連携し、啓発していくことが必要であ

る。

②-3 学校への指導助言や学校の実践事例の周知によ

り、児童生徒が性暴力の加害者、被害者、傍観者にならな

いための「生命（いのち）の安全教育」が推進されており、

引き続き、指導の充実が図られるよう指導する必要があ

る。

②学校安全教室、管内学校

安全推進会議等で関係機

関と連携した教職員向け研

修会の充実を図った。

②-2 「闇バイト」への関与

防止の取組の充実を図っ

た。

②-3 「生命（いのち）の安

全教育」の取組充実を図っ

た。

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①「学校の危機管理マニュアル」

等を活用した指導助言の充実

②「通学路交通安全プログラム」

等に基づく効果的な取組の推進

①-1 市町村の防災部局や消防な

どの関係機関と連携した「１日防

災学校」の実施（Ｒ５：716校→Ｒ

６：769校（幼・小・中・高・特）で実

施）

①-1 全ての市町村での「１日防災学校」の実施が定着し

つつあり、実施校数が増加している。一方で、継続した実施

とならなかった市町村もあるため、引き続き全市町村に対

して「１日防災学校」の実施と、各教科等の内容を工夫し

た学習や、地域人材等を活用した防災教育の実践など、更

なる内容の充実が図られるよう働き掛けが必要である。

①発達段階に応じた交通ルールや

自転車の安全等に関する知識・技

能を身に付けるための交通安全教

室や児童生徒が安全対策につい

て話し合うなど、体験を重視し主体

的に学ぶ交通安全教育の充実

②警察や地域の防犯団体と連携し

体験を重視した防犯教室や防犯訓

練の実施、児童生徒等に対する

「闇バイト」への関与防止の取組、

「生命（いのち）の安全教育」の充

実

①②各学校での好事例を取

りまとめた安全教育実践事

例集の充実を図った。

1

点

基準値

(R4)
指標

99.3

公立小・中学校の耐震化

率(%)
100.0 100.0 100.0 100.0

R6.4

公立学校施

設の耐震改

修状況フォ

ローアップ調

査

（文科省）

98.7

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(2)家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進
点

数
1 点

①学校教育指導や実践事例の普

及による「１日防災学校」等を活用

した発達段階に応じた防災教育の

充実

②高校生の防災ネットワークの拡

大や防災意識の向上のため、「北

海道高校生防災サミット」を開催

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

① 危機管理マニュアルの

検証、改善を促進した。

② 「通学路交通安全プロ

グラム」等に基づく定期的な

点検等の充実を図った。

取組

の柱
(3)安全確保や災害対応体制の確立

　　関係市町村に耐震化早期完了の働

き掛けを実施するとともに、国に補助

要件の緩和や財政措置等施策の継

続・充実を要望した。

R６年度耐震化未完了学校数が減

少（13校（対前年度５校減））し、耐震

化率が向上した。

100.0

99.3%

99.1

3

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

数
点(1)体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進

３　定性評価

①-1 道警察等と連携した交通安

全教育の実施方法の工夫につい

て、各種研修等での指導助言

①-2 各学校における児童生徒の

自転車乗車用ヘルメット着用促進

の取組等に関する調査及び着用促

進に向けた指導の実施

①-1 安全等に関する知識・技能を身に付けるための道警

察などと連携した体験型の交通安全教室や児童生徒が主

体的に学ぶ交通安全教育の充実が図られた。引き続き、充

実した交通安全教育が全ての学校で行われるように、好

事例等の紹介等が必要である。

①-2 「１日防災学校実践事例」

の周知

目標値(上段)
進捗率

点

数

出典

（調査機関）

① 学校教育指導や学校安全推進

会議等において、国の「学校の危

機管理マニュアル等の評価・見直

しガイドライン」「学校事故対応に

関する指針」「学校における安全点

検要領」を活用し、危機管理マニュ

アルを不断に検証・改善するよう指

導
② 教育委員会訪問や学校教育指

導等による「通学路交通安全プロ

グラム」等に基づく定期的な点検

等について指導助言

① 危機管理マニュアルの検証・改善、学校事故対応、安

全点検要領について指導し、ほぼ全ての学校で危機管理

マニュアルの見直しが行われた。引き続き、危機管理マ

ニュアルの不断の検証・改善への指導が必要である。

② 「通学路交通安全プログラム」に基づき点検等を行う

よう指導助言を行い、ほぼ全ての学校で通学路の安全点

検が行われた。引き続き、通学路の安全点検への指導が

必要である。

① 関係機関と連携した「１

日防災学校」の取組や、「１

日防災学校実践事例」の充

実を図った。

また、防災教育の充実を

図るため、教職員向けに防

災教育の研修会を実施し

た。

② 「北海道高校生防災サ

ミット」の実施、「北海道高

校生防災サミットnote」の更

新により、高校生による防災

の取組を発信した。

調査時期R9R8R7R6R5

分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)
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取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

① 被災地域の学校支援に関する

体制の整備と研修の充実（学校が

被災した際の早期教育活動再開に

向けた対応、学校に避難所が開設

されたときの運営方法、被災した児

童生徒の心のケア等に関する教職

員研修の充実）

①－１ 被災地域の学校支援に関

する研修会の開催

・基礎研修A（集合とオンラインの

併用開催。７月、129名参加）　

・基礎研修B（オンライン開催。11

月、102名参加）

・応用研修①兼派遣リーダー研修

　（８月、29名参加）

・応用研修②兼派遣リーダー研修

　（１月、３６名参加）

①－２ 災害時の学校早期再開や、

平常時における学校防災体制の整

備などについてまとめた「災害時に

おける学校再開のハンドブック作

成」し、ＨＰで公開

①－３ 北海道災害時学校支援

チーム設置運営要綱を決定

① 大規模な自然災害等の発生により、学校の教育活動

の再開に向けて支援が必要となった場合に備え、被災地へ

教職員を派遣する制度を整備するとともに、人材育成を強

化するため、研修内容の充実を図った。

実際に被災地へ派遣が必要となった場合に備え、支援

チームの構成員の登録を行ったが、可能な限り多くの登録

者を確保し、体制の拡充を図ることが必要である。

① 被災地域の学校支援に

関する研修会の内容を充実

するとともに、被災時におけ

る学校支援チームの設置運

営要綱を決定し、必要な研

修を修了した５３名を支援

チーム員として登録。

1

取組

の柱
(4)被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

① 耐震化未完了市町村に対し、

個別に耐震化完了に向けた検討

状況の把握と早期完了への働き掛

けを実施（12月１町、１月29市町）

② 市町村の教育長等の団体の役

員会の場において、老朽化対策や

バリアフリー化等防災機能の強化

などについて働き掛けを実施

① 耐震化率は99％を超え、多くの市町村で対策を完了し

ているが、財政事情等から完了までになお時間を要する市

町村に対し、引き続き働き掛けが必要である。

② 文部科学省によるＲ４年度の学校施設のバリアフリー

化に関する実態調査において、Ｒ２年度の実態調査よりも

ほとんどの項目で整備率は上昇しているが、全国平均より

約10ポイント下回る項目もあり、市町村による計画的な取

組と市町村に対する取組の加速に向けた支援の継続が必

要である。

① 公立小・中学校の耐震

化率が向上している。

② 学校施設のバリアフリー

化に関する実態調査を実施

した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進

・警察等との連携による体験を重視した防犯教室及び交通安全教室の充実を図る。

○取組の柱（２）家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進

・地域や関係機関との連携による「１日防災学校」の推進及び児童生徒の防災意識を高める取組の充実を図る。

○取組の柱（３）安全確保や災害対応体制の確立

・「学校の危機管理マニュアル」等の不断の見直しと通学路などを含めた安全管理体制の充実を図る。

○取組の柱（４）被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

・被災地域の学校支援に関する研修の充実により、北海道災害時学校支援チーム体制の拡充を図る。

・教職員がより参加しやすい研修となるよう、基礎研修を完全オンラインにより実施。

○取組の柱（５）公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進

・耐震化を早期に完了する必要があることから、耐震化の早期完了に向けた関係市町村への情報提供や要請を行うほか、引き続き国に対し、

財政措置等施策の充実について要望する。

・老朽化対策やバリアフリー化を促進するために、引き続き市町村に対し、必要な情報提供や働き掛けを行うとともに、国に対し、財政措置等施

策の充実について要望する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.6 1.0 3.6 概ね順調

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(5)公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進
点

数

点

数
1 点

① 学校施設等の耐震化未了の市

町村に対し早期完了に向けた働き

掛けを実施

② 学校施設の老朽化対策やバリ

アフリー化等の促進について、市町

村への働き掛けや市町村の取組の

支援

－101－ 


